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短い撮像動作間隔でありながら残像が抑制され、且つ、良好なS N比の画像を取得可能な撮像装置
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明 細 書

発明の名称 ：撮像装置、撮像システム、 及び撮像装置の制御方法

技術分野

[0001 ] 本発明は、撮像装置及び撮像 シ ステ ム、 その制御方法に関するものである

。 より具体的には、医療診断における一般撮影などの静止画撮影や透視撮影

などの動画撮影 に好適に用い られる、放射線撮像装置及び放射線撮像 シ ステ

厶、その制御方法に関する。

背景技術

[0002] 近年、 X 線 による医療画像診断や非破壊検査 に用いる撮像装置 と して、半

導体材料によって形成 された平面検出器 （F l a t P a n e l D e t e

c t o 以下、検出器 と略す）を用いた放射線撮像装置が実用化され始め

ている。 このような放射線撮像装置は、例えば医療画像診断においては、一

般撮影のような静止画撮影や、透視撮影のような動画撮影のデジタル撮像装

置 と して用い られている。検出器 と しては、非晶質シ リコンを用いた光電変

換素子 と、放射線 を光電変換素子が感知可能な波長帯域の光に変換する波長

変換体 とを組み合わせた変換素子が用い られた間接変換型の検出器が知 られ

ている。 また、非晶質セ レン等の材料を用いて放射線 を直接電荷 に変換する

変換素子が用い られた直接変換型の検出器が知 られている。

[0003] このような撮像装置では、非晶質半導体か らなる半導体層を有する変換素

子の、半導体層のダング リングボン ドや欠陥が トラップ準位 と して働 く。複

数回の撮像 を行 う際に、先の撮像動作の際に照射された放射線又は光によつ

て発生 した電荷が、 トラップ準位 に 卜ラップされる場合がある。そのような

場合、後の撮像動作で得 られた画像 に先の撮像動作によって 卜ラップされた

電荷が影響 を与える、所謂、残像 （ラグ）が、後の撮像動作で得 られた画像

に発生する可能性がある。残像は、先の撮像動作 と後の撮像動作 との間の時

間 （以下、撮像動作間隔 と称する）を長 くすれば抑制できるが、撮像動作間

隔を長 くすると使い勝手が悪 くなる。そのため、撮像動作間隔を短 くしつつ



後の撮像に発生 し得る残像を抑制することが撮像装置には求められる。

[0004] 特許文献 1及び 2 では、残像を抑制するために、複数の撮像動作の間にフ

才 卜ダイオー ドやM I S 型の光電変換素子等の変換素子に、撮像動作時とは

異なる電圧を与えるリセット動作が開示されている。具体的には、特許文献

では、撮像動作時のフ 才 卜ダイオー ドの逆方向電圧よりも大きな逆方向電

圧を、又は、小さな逆方向電圧を、又は、順方向電圧を、 リセット動作時に

フ 才 卜ダイオー ドに与える。特許文献 2 では、スリープ （リセット）動作時

にM I S 型の光電変換素子の両電極がグラン ドとなるように、撮像動作時と

は異なる電圧をM I S 型光電変換素子に与える。このようなリセッ卜動作に

より残像となり得る電荷が変換素子から除去されることが、特許文献 1及び

に開示されている。

先行技術文献

特許文献

[0005] 特許文献1 ：特開平 1 0 —2 5 3 7 6 1 号公報

特許文献2 ：特開 2 0 0 2 _ 1 9 9 2 7 8 号公報

発明の概要

発明が解決 しょうとする課題

[0006] 以上に述べた従来のリセット動作では、残像を抑制することは可能である

が、 リセッ卜動作によって変換素子に流入する電流によりノイズが増大 し、

S / N比を低下させるおそれがあった。特許文献 2 には、残像抑制の効果と

リセッ卜動作によって変換素子に流入する電流を抑えるように、 リセッ卜動

作の時間や リセット動作時の電圧を最適化された値とすることが示唆されて

いる。 しか しながら、 リセット動作の時間や リセット動作時の電圧を最適化

するだけでは、残像の抑制と十分なS / N比の確保との両立が困難であつた

[0007] 本発明は、このような従来の構成が有 していた問題を解決 しょうとするも

のであり、短い撮像動作間隔でありながら残像が抑制され、且つ、良好なS



/ N比の画像を取得可能な撮像装置を提供することを目的とする。

課題を解決するための手段
[0008] 本発明の撮像装置は、放射線を電荷に変換する変換素子を複数有し、前記

電荷に基づく電気信号を出力する撮像動作を行う検出器と、複数回行われる

前記撮像動作のうちの第 1撮像動作と該第 1撮像動作の後に行われる第 2 撮

像動作との間の期間内に、前記第 1撮像動作によって発生し得る残像を抑制

する第 1撮像間動作と、前記放射線が照射されない状態にある前記変換素子

が有する電荷に基づく暗時信号を前記第 1撮像間動作の後に前記検出器から

取得する第 2 撮像間動作と、を含む撮像間動作を行うように、前記検出器を

制御する制御部と、前記検出器から出力された電気信号に対して演算処理を

行う信号処理部と、を有する撮像装置であって、前記信号処理部は、前記第

撮像間動作が終了してから前記第 2 撮像間動作に対して前記変換素子が電

荷の蓄積を開始するまでの第 1時間と、前記第 1撮像間動作が終了してから

前記第 2 撮像間動作が開始するまでの第 2 時間と、前記暗時信号と、を用い

て補正係数を算出し、前記第 1撮像間動作が終了してから前記第 2 撮像動作

に対して前記変換素子が電荷の蓄積を開始するまでの第3 時間と、前記第 2

撮像動作において前記第 1撮像間動作が終了してから前記電気信号を出力す

る動作が開始するまでの第4 時間と、前記補正係数と、を用いて前記第 2 撮

像動作において前記検出器から出力される電気信号に含まれ得るオフセッ卜

量を予測し、前記第 2 撮像動作において前記検出器から出力された電気信号

と前記オフセッ卜量とを用いて演算することを特徴とする。

[0009] また、本発明の撮像装置の制御方法は、放射線を電荷に変換する変換素子

を複数有して前記電荷に基づく電気信号を出力する撮像動作を行う検出器が

、複数回行われる前記撮像動作のうちの第 1撮像動作と該第 1撮像動作の後

に行われる第 2 撮像動作との間の期間内に、前記第 1撮像動作によって発生

し得る残像を抑制する第 1撮像間動作と、前記放射線が照射されない状態に

ある前記変換素子が有する電荷に基づく暗時信号を前記第 1撮像間動作の後

に前記検出器から取得する第 2 撮像間動作と、を含む撮像間動作を行い、前



記検 出器か ら出力された電気信号 に対 して演算処理 を行 う信号処理部が、前

記第 1 撮像間動作が終 了 してか ら前記第 2 撮像間動作 に対 して前記変換素子

が電荷の蓄積 を開始する第 1 時間 と、前記第 1 撮像間動作が終 了 してか ら前

記第 2 撮像間動作が開始するまでの第 2 時間 と、前記暗時信号 と、 を用いて

補正係数 を算出 し、前記信号処理部が、前記第 1 撮像間動作が終 了 してか ら

前記第 2 撮像動作 に対 して前記変換素子が電荷の蓄積 を開始するまでの第 3

時間 と、前記第 2 撮像動作 において前記第 1 撮像間動作が終 了 してか ら前記

電気信号 を出力する動作が開始するまでの第 4 時間 と、前記補正係数 と、 を

用いて前記第 2 撮像動作 において前記検 出器か ら出力される電気信号 に含 ま

れ得 るオ フセ ッ ト量 を予測 し、前記信号処理部が、前記第 2 撮像動作 におい

て前記検 出器か ら出力された電気信号か ら前記オ フセ ッ 卜量 を減算すること

を特徴 とする。

発明の効果

[00 10 ] 本発明によ り、短い撮像動作間隔であ りなが ら残像が抑制 され、且つ、良

好な S / N 比の画像 を取得可能な撮像装置 を提供で きる。

図面の簡単な説明

[00 1 1 ] [ 図 1 ] 本発明に係 る撮像装置のタイミングチヤ一 卜である。

[ 図 2A] 本発明に係 る、変換素子の残像量の電圧変動依存性 を説明するための

特性図である。

[ 図 2B] 本発明に係 る、変換素子のオ フセ ッ 卜量の電圧変動依存性 を説明する

ための特性図である。

[ 図 2C] 本発明に係 る、変換素子のオ フセ ッ 卜量の時間変動依存性 を説明する

ための特性図である。

[ 図 3A] 本発明に係 る撮像 システムの概略的プロック図である。

[ 図 3B] 本発明に係 る信号処理部の概略的プロック図である。

[ 図4 ] 本発明に係 る撮像装置の概略的等価回路図である。

[ 図 5A] 本発明に係 る撮像装置のタイミングチヤ一 卜である。

[ 図 5B] 本発明に係 る撮像装置のタイミングチヤ一 卜である。



[ 図6 ] 本発明に係る撮像システムの他の例の概略的プロック図である。

[ 図7 ] 本発明に係る撮像装置の他の例のタイミングチヤ一 卜である。

[ 図8A] 本発明に係る撮像装置の他の例のタイミングチヤ一 卜である。

[ 図8B] 本発明に係る撮像装置の他の例のタイミングチヤ一 卜である。

発明を実施するための形態

[001 2] 以下に、図面を参照 して本発明の実施形態を詳細に説明する。なお、本発

明において放射線は、放射線崩壊によって放出される粒子 （光子を含む）の

作るビームである 線、 線、 ァ線などの他に、同程度以上のエネルギーを

有するビーム、例えばX 線や粒子線、宇宙線なども、含まれるものとする。

[001 3] (第 1 の実施形態）

まず、本発明の概念を説明するために、図 2 Α を用いて本発明の実施形態

に係る変換素子が有する残像量の特性を、図 2 B を用いてオフセッ 卜量の特

性を、図 2 C を用いてオフセッ ト量の時間変動特性を、説明する。なお、図

2 では、半導体層を空乏化するための電圧 （以下、第 1 電圧と称する）とは

異なる電圧 （以下、第 2 電圧と称する）を複数の撮像動作の間に変換素子に

与える動作での特性を例として、残像を抑制するための動作 （以下、残像抑

制動作と称する）での特性を示す。

[0014] 変換素子は、対向する 2 つの電極の間に半導体層を有 し、 2 つの電極の間

に電圧が与えられることによって、放射線又は光を電荷に変換することが可

能となる。ここで、変換素子の 2 つの電極の間に与えられる電圧が、変換素

子に与えられる電圧である。放射線又は光が照射される期間を含む撮像動作

時には、変換素子に与えられる電圧として、第 1 電圧が 2 つの電極の間に与

えられる。それにより、変換素子は放射線又は光を電荷に変換することがで

きる。

[001 5] 複数の変換素子を備える検出部から出力される電気信号の質を決定する指

標 として、オフセッ ト量と残像量が挙げられる。オフセッ トとは、変換素子

のノィズを含み、変換素子に放射線又は光が照射されない状態でも検出器か

ら得 られる画像信号である。ここで変換素子のノイズとは、変換素子からの



信号の中に変換素子によって放射線又は光が変換された信号とは別に混 じつ

ている成分であり、変換素子のノイズの原因としては暗電流が主に挙げられ

る。暗電流の原因としては、変換素子に与えられる電圧が変動 した際に変換

素子に電流が流れ、その電流による電荷の移動が トラップ準位に影響を与え

ることが挙げられる。また、残像 とは、複数回行われる撮像動作のうちの先

の撮像動作においてなされた放射線又は光の照射に基づいて変換素子で変換

された電気信号が、後の撮像動作で出力される電気信号に影響をおよぼすも

のである。残像の原因としては、 トラップ準位に捕獲された電荷や、変換素

子から出力 しきれず変換素子に残留 した電荷が、主に挙げられる。

[001 6] 背景技術で説明されたように、第 1 電圧とは異なる第 2 電圧を、複数の撮

像動作の間に変換素子に与えることにより、残像を抑制することが可能であ

る。そ して、第 1 図 2 A に示すように、第 2 電圧と第 1 電圧との差分 （以下

、電圧変動量と称する）を大きくすればするほど、残像の量である残像量は

低減される。 ここで、図 2 A は、横軸が電圧変動量の絶対値であり、縦軸が

残像量である。一方、図 2 B に示すように、電圧変動量を大きくすればする

ほど、オフセッ トの量であるオフセッ ト量が増加する。 ここで、図 2 B は、

横軸が電圧変動量の絶対値であり、縦軸がオフセッ 卜量である。

[001 7 ] このように、残像量を低減させるために電圧変動量を大きくすればするほ

ど、変換素子に注入される電荷量が増大 し、オフセッ ト量が増大 して しまい

、撮像装置の S / N 比を低下させて しまう。 この際に、オフセッ ト量の低減

のためノイズが落ち着 くまで待 ってから次の撮像を行うと、次の撮像までの

時間が長 くなつて しまい、撮像装置の使い勝手が低下 して しまう。一方、電

圧変動量を小さくすればするほど、変換素子に注入される電荷量が減少 し、

残像量が増大 して しまい、残像の抑制が不十分となって しまう。

[001 8 ] ここで、図 2 C に示すように、残像を低減するために変換素子に与える電

圧を変動する動作 （残像抑制動作）が完了してから時間が経過するとオフセ

ッ 卜量が減少 し、所定の値に収束することを、本願発明者は見出 した。 この

所定の値は、後述する各画素や読出回路等が有する装置固有の値である。そ



して このオ フセ ッ 卜量が時間経過 と共 に減少する時間応答特性 は、電圧変動

量 に依存 し、 また、残像抑制動作 を行 う毎 に異なることを、本願発明者 は見

出 した。 これは、残像抑制動作の前 になされる撮像動作毎 に、各画素 に照射

される放射線又は光の量が異なるためであると考 え られる。 そのため、オ フ

セ ッ 卜量の時間応答特性 を予め準備 しておいた と しても、撮像動作毎 に特性

が異なるため、好適なオ フセ ッ 卜量の算出が困難である。

そこで本願発明者 は、誠意検討の結果、以下に説明することを見出 した。

図 1 に示すように、放射線又は光が照射 された検 出器か ら画像信号 を取得す

る撮像動作 を複数回行 う撮像装置 において、複数の撮像動作の うちの第 1 撮

像動作 と、第 1 撮像動作の後 に行われる第 2 撮像動作 と、が行われる。言い

換 えると、 X が 1 よ り大 きい自然数であ り、撮像動作 をX 回行 う撮像装置 に

おいて、 X 回の撮像動作の うちの X — 1 回 目の第 1 撮像動作 と、 X 回 目の第

2 撮像動作 と、が行われる。 そ して、第 1 撮像動作 と第 2 撮像動作 との間に

検 出器が撮像間動作 を行 うように検 出器 を制御する。 この撮像間動作では、

まず第 1 撮像動作 と第 2 撮像動作 との間の期間内に、残像抑制動作 （第 1 撮

像間動作）を検 出器が行 うように検 出器 を制御する。 このような残像抑制動

作 によ り、第 1 撮像動作で発生 した残像 を好適 に抑制で きる。 しか しなが ら

、残像抑制動作では、オ フセ ッ トが増大 して しまう。次 に、残像抑制動作 と

第 2 撮像動作の間の期間内に、少な くとも一度オ フセ ッ ト取得動作 （第 2 撮

像間動作）を検 出器が行 うように検 出器 を制御する。オ フセ ッ ト取得動作で

は、第 1 電圧が与え られ放射線又は光が照射 されない状態 にある変換素子が

有する電荷 に基づ く暗時信号 を検 出器か ら取得するように、検 出器 を制御す

る。 この取得 された暗時信号 と、残像抑制動作が終 了 してか ら第 2 撮像間動

作 に対 して変換素子が電荷の蓄積 を開始するまでの第 1 時間 （t s ) と、残

像抑制動作が終 了 してか らオ フセ ッ 卜取得動作が開始するまでの第 2 時間 （

t e ) と、 を用いて補正係数 を算出する。 そ して、算出された補正係数 と、

第 3 時間 （t s ' ) と、第 4 時間 （t e ' ) と、 を用いて、第 2 撮像動作 に

おいて検 出器か ら出力される電気信号 に含 まれ得 るオ フセ ッ 卜量 を予測する



ための演算処理 を行 う。 ここで、第 3 時間は、残像抑制動作が終 了 してか ら

第 2 撮像動作 において画像信号 を出力する動作 に対 して変換素子が電荷の蓄

積 を開始するまでの時間である。 また、第 4 時間は、残像抑制動作が終 了 し

てか ら第 2 撮像動作 において画像信号 を出力する動作が開始するまでの時間

である。 そ して、演算処理で得 られたオ フセ ッ ト量 を第 2 撮像動作 によって

得 られた電気信号か ら減算する等、得 られたオ フセ ッ 卜量 と第 2 撮像動作 に

よって得 られた電気信号 とを用いて演算処理する。 これによ り、先の撮像動

作で発生 した残像 を低減 しつつオ フセ ッ トに含 まれるノィズの増大を抑制す

ることが可能 となることを、本願発明者 は見出 した。各動作 については後で

詳細 に説明する。

[0020] 次 に、図 3 を用いて本実施形態の放射線撮像 システムについて説明する。

なお、図 3 A はシステムの全体構成図であ り、図 3 B は後述する信号処理部

1 0 5 の周辺の詳細構成図である。

[0021 ] 図 3 A に示す本発明の放射線撮像 システムは、撮像装置 1 0 0 、制御 コン

ピュ一タ 1 0 8 、放射線制御装置 1 0 9 、放射線発生装置 1 1 0 、表示装置

1 2 、制御卓 1 1 3 を含む。撮像装置 1 0 0 は、放射線又は光 を電気信号

に変換する画素 を複数有する検 出部 1 0 1 と、検 出部 1 0 1 を駆動する駆動

回路 1 0 2 と、駆動 された検 出部 1 0 1 か らの電気信号 を画像データと して

出力する読出回路 1 0 3 と、 を有する平面検 出器 1 0 4 を含む。撮像装置 1

0 0 は更に、平面検 出器 （検 出器） 1 0 4 か らの画像データを処理 して出力

する信号処理部 1 0 5 と、検 出器 1 0 4 の動作 を制御する制御部 1 0 6 と、

電源部 1 0 7 を含む。信号処理部 1 0 5 は、後述する制御 コンピュ一タ 1 0

8 か ら制御信号 を受けて制御部 1 0 6 に提供するとともに、平面検 出器 1 0

4 か らの信号 と制御部 1 0 6 か らの制御信号 を受けて後述する演算処理等 を

行 う。信号処理部 1 0 5 の構成や演算処理等は、後 に説明する。制御部 1 0

6 は、制御 コンピュータ 1 0 8 か らの制御信号 を受けて、駆動回路 1 0 2 、

読出回路 1 0 3 、信号処理部 1 0 5 、及び、電源部 1 0 7 を制御する。電源

部 1 0 7 は、検 出部 1 0 1 、駆動回路 1 0 2 、読出回路 1 0 3 で必要な電圧



を供給する レギユ レ一夕等の電源回路 を内包する。本実施形態の電源部 1 0

7 は、検 出部 1 0 1 の変換素子に少な くとも第 1 電圧及び第 2 電圧 を切 り替

えて供給で きる可変電源である。制御 コンピュータ 1 0 8 は、放射線発生装

置 1 1 0 と撮像装置 1 0 0 との同期や、撮像装置 1 0 0 の状態 を決定する制

御信号の送信、撮像装置 1 0 0 か らの画像データに対する補正 保存 表示

のための画像処理 を行 う。 また、制御 コンピュータ 1 0 8 は、制御卓 1 1 3

か らの情報 に基づ き放射線の照射条件 を決定する制御信号 を放射線制御装置

0 9 に送信する。放射線制御装置 1 0 9 は、制御 コンピュータ 1 0 8 か ら

の制御信号 を受けて、放射線発生装置 1 1 0 に内包される放射線源 1 1 1 か

ら放射線 を照射する動作等の制御 を行 う。制御卓 1 1 3 は、制御 コンビユ ー

タ 1 0 8 の各種制御のためのパ ラメータと して被検体の情報や撮像条件の入

力を行い制御 コンピュータ 1 0 8 に伝送する。表示装置 1 1 2 は、制御 コン

ピュ一タ 1 0 8 で画像処理 された画像データを表示する。

図 3 B に示すように、信号処理部 1 0 5 は、第 1 記憶部 1 2 と期間算出

部 1 2 2 と補正係数算出部 1 2 3 と第 2 記憶部 1 2 4 とオ フセ ッ ト量予測部

1 5 と演算部 1 2 6 とを含む。第 1 記憶部 1 2 1 は、第 1 電圧が与え られ

た変換素子に放射線又は光が照射 されない状態で検 出器 1 0 4 か ら取得 され

たオ フセ ッ ト出力を記憶する。 ここで、オ フセ ッ ト出力は、画素毎のアナ 口

グ信号の集合であるオ フセ ッ 卜信号や、オ フセ ッ 卜信号のデジタルデータで

あるオ フセ ッ 卜データや、オ フセ ッ 卜信号又はデータの平均値のいずれかを

用いることがで きる。期間算出部 1 2 2 は、制御部 1 0 6 か ら駆動回路 1 0

2 や読出回路 1 0 3 に出力される各種制御信号の少な くとも一つに基づいて

、残像抑制動作の終 了か らオ フセ ッ 卜取得動作の開始 までの時間を算出する

。具体的な例 は後 に説明する。 また、期間算出部 1 2 2 は、制御部 1 0 6 か

ら駆動回路 1 0 2 や読出回路 1 0 3 に出力される各種制御信号の少な くとも

一つに基づいて、撮像間動作の終 了か ら第 2 撮像動作で画像信号 を出力する

動作の開始 まで時間を算出する。具体的な例 は後 に説明する。補正係数算出

部 1 2 3 は、残像抑制動作の終 了か らオ フセ ッ ト取得動作の開始 までの時間



とオフセット出力とに基づいて、補正係数を算出する。具体的な例は後に説

明する。第 2 記憶部 1 2 4 は、第 2 撮像動作で検出器 1 0 4 から取得された

画像信号を記憶する。オフセット量予測部 1 2 5 は、撮像間動作の終了から

第 2 撮像動作で画像信号を出力する動作の開始まで時間と補正係数とに基づ

いて、第 2 撮像動作で取得された画像信号に含まれ得るオフセッ卜量の予測

値を算出する。具体的な例は後に説明する。演算部 1 2 6 は、第 2 撮像動作

で取得された画像信号から算出されたオフセッ卜量の予測値を減算する演算

処理を行う。

[0023] 次に、図4 を用いて本実施形態に係る撮像装置を説明する。なお、先に説

明 した構成と同 じものは同 じ番号を付与 してあり、詳細な説明は割愛する。

[0024] 検出部 1 0 1 は、行列状に複数配置された画素を有する。画素は、放射線

又は光を電荷に変換する変換素子 2 0 と、その電荷に応 じた電気信号を出

力するスィッチ素子 2 0 2 と、を有する。変換素子としては、光を電荷に変

換する光電変換素子とその放射線入射側に放射線を光電変換素子が感知可能

な波長帯域の光に変換する波長変換体とを備えた間接型の変換素子や、放射

線を直接電荷に変換する直接型の変換素子が好適に用いられる。本実施形態

では、光電変換素子の一種であるフォ トダイオー ドとして、ガラス基板等の

絶縁性基板上に配置されアモル ファスシリコンを主材料とするP I N型フ才

卜ダイオー ドを用いる。スィッチ素子 2 0 2 としては、制御端子と2 つの主

端子を有する トランジスタが好適に用いられ、本実施形態では薄膜 卜ランジ

スタ （T F T ) が用いられる。変換素子 2 0 1 の 1方の電極 （第 1電極）は

スィツチ素子 2 0 2 の 2 つの主端子の 1方に電気的に接続され、他方の電極

(第 2 電極）は共通のバイアス配線 B s を介 して第 1電源 1 0 7 a と電気的

に接続される。行方向の複数のスィッチ素子、例えばT 1 1 ~ T 1 n は、そ

れらの制御端子が 1行目の駆動配線G に共通に電気的に接続され、駆動回

路 1 0 2 からスィ ツチ素子の導通状態を制御する駆動信号が駆動配線を介 し

て行単位で与えられる。列方向の複数のスィッチ素子、例えばT 1 ~ T m

は、他方の主端子が 1列目の信号配線 S i g に電気的に接続され、スィ



ツチ素子が導通状態である間に、変換素子の電荷に応 じた電気信号を、信号

配線を介 して読出回路 1 0 3 に出力する。列方向に複数配列された信号配線

S ί g 1 ~ S ί g n は、複数の画素から出力された電気信号を並列に読出回

路 1 0 3 に伝送する。

[0025] 読出回路 1 0 3 は、検出部 1 0 1 から並列に出力された電気信号を増幅す

る増幅回路 2 0 7 を信号配線毎に対応 して設ける。また、各増幅回路 2 0 7

は、出力された電気信号を増幅する積分増幅器 2 0 3 と、積分増幅器 2 0 3

からの電気信号を増幅する可変増幅器 2 0 4 と、増幅された電気信号をサン

プル しホール ドするサンプルホール ド回路 2 0 5 と、ノくッ ファアンプ2 0 6

とを含む。積分増幅器 2 0 3 は、読み出された電気信号を増幅 して出力する

演算増幅器と、積分容量と、 リセットスィッチと、を有する。演算増幅器の

反転入力端子には出力された電気信号が入力され、正転入力端子には第 2 電

源 1 0 7 b から基準電位 V r e f が入力され、出力端子から増幅された電気

信号が出力される。また、積分容量が演算増幅器の反転入力端子と出力端子

の間に配置される。サンプルホ一ル ド回路 2 0 5 は、各増幅回路に対応 して

設けられ、サンプリングスィッチとサンプリング容量を含む。また読出回路

1 0 3 は、各増幅回路 2 0 7 から並列に読み出された電気信号を順次出力 し

て直列信号の画像信号として出力するマルチプレクサ 2 0 8 と、画像信号を

インピーダンス変換 して出力するバッファ増幅器 2 0 9 と、を有する。バッ

ファ増幅器 2 0 9 から出力されたアナログ電気信号である画像信号V o u t

は、 A / D変換器 2 1 0 によってデジタルの画像データに変換されて信号処

理部 1 0 5 へ出力され、信号処理部 1 0 5 で処理された画像データが制御コ

ンピュ一タ 1 0 8 へ出力される。

[0026] 駆動回路 1 0 2 は、制御部 1 0 6 から入力された制御信号 （D _ C L K、

0 E、 D I 0 ) に応 じて、スィッチ素子を導通状態にする導通電圧V o n と

非導通状態とする非導通電圧V o f f を有する駆動信号を、各駆動配線に出

力する。これにより、駆動回路 1 0 2 はスィッチ素子の導通状態及び非導通

状態を制御 し、検出部 1 0 1 を駆動する。



[0027] 制御部 1 0 6 は、信号処理部 1 0 5 を介 して制御コンピュータ 1 0 8 から

の制御信号を受けて、駆動回路 1 0 2 、電源部 1 0 7 、読出回路 1 0 3 に各

種の制御信号を与えて、検出器 1 0 4 の動作を制御する。制御部 1 0 6 は、

駆動回路 1 0 2 に制御信号 D —C L K と制御信号O E、制御信号 D I 0 を与

えることによって、駆動回路 1 0 2 の動作を制御する。ここで、 D —C L K

は駆動回路として用いられるシフ 卜レジスタのシフ 卜クロックであり、 D I

0 はシフ 卜レジスタが転送するパルス、 0 E はシフ 卜レジスタの出力端を制

御するものである。また、制御部 1 0 6 は、読出回路 1 0 3 に制御信号 R C

、制御信号 S H、及び制御信号C L K を与えることによって、読出回路 1 0

3 の各構成要素の動作を制御する。ここで、 R C は積分増幅器のリセットス

イッチの動作を、 S H はサンプルホール ド回路 2 0 5 の動作を、C L K はマ

ルチプレクサ 2 0 8 の動作を制御する制御信号である。

[0028] 電源部 1 0 7 は、第 1電源 1 0 7 a 、第 2 電源 1 0 7 b を含む。第 1電源

1 0 7 a は、バイアス配線 B s を介 して各変換素子の第 2 電極に共通に電位

V s を供給する。第 2 電源 1 0 7 b は、各演算増幅器の正転入力端子に基準

電位 V r e f を供給する。基準電位 V r e f はスィツチ素子が導通状態であ

ると信号配線 S ί g 1 ~ S ί g n とスィツチ素子 2 0 2 を介 して変換素子 2

0 1 の第 1 電極に供給される。なお、本実施形態の第 1電源 1 0 7 a は、検

出部 1 0 1 の画素に少なくとも第 1電位 V s 1 及び第 2 電位 V s 2 を切 り替

えて供給できる可変電源である。ただ し、本発明はそれに限定されるもので

はなく、第 2 電源 1 0 7 b が少なくとも第 1基準電位 V r e f 及び第 2 基

準電位 V e f 2 を切 り替えて供給できる可変電源であってもよい。

[0029] 次に、図 1、図 5 A 、及び図 5 B を用いて、本発明の撮像装置の動作を説

明する。ここで、図 5 A は図 1 のA —A ' 箇所を詳細に示 したもの、図 5 B

は図 1 の B —B ' 箇所を詳細に示 したものである。

[0030] 図 1 に示すように、時刻 t 1 において変換素子 2 0 1 に第 1 電位 V s 1 が

与えられると、撮像装置 1 0 0 は撮像準備期間に撮像準備動作を行う。ここ

で、撮像準備動作とは、第 1電位 V s の印加開始に起因する検出器 1 0 4



の ノイズを安定化 させるために、初期化動作 κ を少な くとも 1 回行 う動作で

あ り、本実施形態では初期化動作 K 1 を複数回繰 り返 し行 っている。なお、

検 出器 1 0 4 の特性変動が安定 している場合 には、 この撮像準備動作は行わ

な くてもよい。 ここで、初期化動作 とは、後述する画像 出力動作やオ フセ ッ

卜取得動作 とは別 に、検 出部 内の変換素子に所望の電圧 を与えて初期化する

ために、検 出部 内の複数のスィ ツチ素子を行単位で順次 に又は複数の行 を一

度 に導通状態 にする動作である。本実施形態の初期化動作 K 1 では、蓄積動

作前の初期の電圧、つまり第 1 電圧 | V s 1 _ V r e f | を変換素子に与え

てなされる。なお、図 1 では、撮像準備動作 と して初期化動作 K 1 及び蓄積

動作W 1 の一組 を複数回繰 り返 し行 う動作 を行 っている。なお、本発明にお

いて、蓄積動作は、変換素子内に電荷が蓄積 される動作であ り、本実施形態

では複数の画素のスィ ッチ素子が全て非導通状態であることによって行われ

る。

次 に、時刻 で 1 か ら所定時間経過 した後の時刻 t 2 において、撮像装置 1

0 0 は、第 1 撮像動作 を開始する。時刻 t 2 か ら時刻 t 3 の間の撮像期間で

は、撮像装置 1 0 0 は、初期化動作 K 1 と、蓄積動作W 1 と、画像 出力動作

X と、 を行 う。撮像動作 において、蓄積動作W 1 は変換素子が電荷 を生成

するために放射線の照射 に応 じた期間で行われる蓄積動作であ り、画像 出力

動作 X は蓄積動作W 1 で生成 された電荷 に応 じた電気信号 に基づいて画像

データ （画像信号）を出力する動作である。 ここで本実施形態 において各撮

像動作の蓄積動作は、撮像準備動作の蓄積動作 と同 じ時間の長 さで行 ってい

るが、本発明はそれに限定されるものではない。撮像準備動作の短縮化のた

めには撮像準備動作の蓄積動作の時間の長 さが、撮像動作の蓄積動作の時間

の長 さよ り短い方が好 ま しい。 また、本実施形態 において撮像動作の初期化

動作は、撮像準備動作の初期化動作 と同 じ時間の長 さで行 っているが、本発

明はそれに限定されるものではない。撮像準備動作の短縮化のためには撮像

準備動作の初期化動作の時間の長 さが、撮像動作の初期化動作の時間の長 さ

よ り短い方が好 ま しい。



[0032] 次に、時刻 で3 で第 1撮像動作が終了すると、撮像装置 1 0 0 は、次の撮

像動作 （第 2 撮像動作）が開始される時刻 t 6 まで撮像間動作を行う。この

撮像間動作には、時刻 t 3 から行われる残像抑制動作と、時刻 t 5 から時刻

t 6 の間に行われるオフセッ卜取得動作と、を含む。

[0033] 時刻 で3 から行われる残像抑制動作では、変換素子 2 0 1 に第 2 電圧 | V

s 2 - V r e f | が与えられ、少なくとも初期化動作 K 2 が行われる。なお

、本実施形態では、残像抑制動作では、初期化動作 K 2 と蓄積動作W 2 とが

行われている。具体的には、図 5 A に示すように、初期化動作 K 2 では、制

御部 1 0 6 から電源部 1 0 7 に制御信号が与えられて、電源部 1 0 7 から変

換素子 2 0 1 の第 2 電極に第 2 電位 V s 2 が与えられる。一方、制御部 1 0

6 からリセットスィッチに制御信号 R C が与えられて、積分増幅器 2 0 3 の

積分容量及び信号配線がリセットされる。これにより、信号配線の電位が基

準電位 V r e f となる。そして、制御部 1 0 6 から駆動回路 1 0 2 に制御信

号 D _ C L K と制御信号 0 E と制御信号 D I 0 とが与えられる。それにより

、駆動回路 1 0 2 からスィッチ素子 2 0 2 の制御端子に導通電圧V o n が供

給されて、変換素子 2 0 1 に第 2 電圧 | V s 2 _ V r e f | が与えられる。

そして、駆動回路 1 0 2 からスィッチ素子 2 0 2 の制御端子に非導通電圧V

o f f が供給されて、変換素子 2 0 1 が第 2 電圧 | V s 2 _ V r e f | に維

持される。このようなスィッチ素子の導通状態の制御とリセッ卜がm行目ま

で繰 り返 し行われることにより、検出器 1 0 4 の初期化動作 K 2 がなされる

。その後、制御信号 D _ C L K と制御信号O E と制御信号 D I 0 に応 じて、

スイツチ素子の非導通状態を維持することで蓄積動作W が行われる。

[0034] 次に時刻 t 5 から時刻 t 6 の間に行われるオフセッ卜取得動作に先だって

、まず変換素子 2 0 1 に第 1 電圧 | V s 1 _ V r e f | を与えるために、時

刻 t 4 から初期化動作 K が行われる。初期化動作 K が開始することによ

り残像抑制動作が完了する。具体的には、図 5 A に示すように、初期化動作

K では、制御部 1 0 6 から電源部 1 0 7 に制御信号が与えられて、電源部

0 7 から変換素子 2 0 の第 2 電極に第 1電位 V s が与えられる。一方



、制御部 1 0 6 か らリセ ッ トスィ ッチに制御信号 R C が与え られて、積分増

幅器 2 0 3 の積分容量及び信号配線が リセ ッ トされる。 これによ り、信号配

線の電位が基準電位 V r e f となる。 そ して、制御部 1 0 6 か ら駆動回路 1

0 2 に制御信号 D _ C L K と制御信号 O E と制御信号 D I 0 とが与え られる

。 それによ り、駆動回路 1 0 2 か らスィ ッチ素子 2 0 2 の制御端子に導通電

圧 V o n が供給 されて、変換素子 2 0 1 に第 1 電圧 | V s 1 _ V r e f | が

与 え られる。 これによ り、残像抑制動作が終 了する。 そ して、駆動回路 1 0

2 か らスィ ツチ素子 2 0 2 の制御端子に非導通電圧 V o f f が供給 されて、

変換素子 2 0 1 が第 1 電圧 | V s 1 _ V r e f | に維持 される。 これによ り

変換素子 2 0 1 が電荷の蓄積 を開始する。 この電荷の蓄積 は、後 に説明する

オ フセ ッ 卜取得動作 F で取得 されるオ フセ ッ 卜データ （暗時信号）に対す

るものである。 このようなスィ ッチ素子の導通状態の制御 と リセ ッ 卜が m行

目まで繰 り返 し行われることによ り、検 出器 1 0 4 の初期化動作 K 1 がなさ

れる。 ここで、期間算出部 1 2 2 は、制御部 1 0 6 か ら出力された制御信号

D —C L K と制御信号 O E と制御信号 D I 0 に基づいて、残像抑制動作が終

了 してか ら変換素子が電荷の蓄積 を開始するまでの時間 （電荷蓄積開始時間

) t s を検知 している。なお、 ここで説明 した初期化動作 K 1 は、複数回行

われてもよ く、 その場合は後述するオ フセ ッ 卜取得動作 F の直前 に行われ

た初期化動作 K 1 において時間 t s の検知がなされる。 その後、制御信号 D

_ C L K と制御信号 O E と制御信号 D I 0 に応 じて、 スィ ッチ素子の非導通

状態 を維持することで蓄積動作W 1 が行われる。 そ して、撮像動作 における

蓄積動作W 1 と同 じ時間の長 さで蓄積動作W 1 を行 った後の時刻 t 5 に、蓄

積動作W 1 で生成 された電荷 に基づいてオ フセ ッ トデータ （暗時信号）を出

力するオ フセ ッ 卜取得動作 F を行 う。オ フセ ッ 卜取得動作 F は、放射線

の照射が行われない暗状態で変換素子が生成 した電荷 に基づ く電気信号 を取

得するために行われるものである。オ フセ ッ 卜取得動作 F では、画像 出力

動作 X 1 と同様の動作が撮像装置 1 0 0 で行われる。具体的には、図 5 A に

示すように、オ フセ ッ 卜取得動作 F では、 まず制御部 1 0 6 か ら制御信号



R C が出力されて積分容量及び信号配線が リセ ッ トされる。 そ して、駆動回

路 1 0 2 か ら駆動配線 G 1 に導通電圧 V o n が与え られ、 1 行 目のスィ ッチ

素子 T 1 ~ T η が導通状態 とされる。 これによ り変換素子 2 0 は電荷

の蓄積 を終 了 し、 1 行 目の変換素子 S ~ S n で発生された電荷 に基づ

く電気信号が各信号配線 に出力される。各信号配線 を介 して並列に出力され

た電気信号は、 それぞれ各増幅回路 2 0 7 の積分増幅器 2 0 3 及び可変増幅

器 2 0 4 で増幅 される。増幅 された電気信号はそれぞれ、制御信号 S H によ

りサ ンプルホール ド回路が動作 され、各増幅回路 2 0 7 内のサ ンプルホール

ド回路 2 0 5 に並列に保持 される。保持 された後、制御部 1 0 6 か ら制御信

号 R C が出力されて積分増幅器 2 0 3 の積分容量及び信号配線が リセ ッ トさ

れる。 リセ ッ トされた後、 1 行 目と同様 に 2 行 目の駆動配線 G 2 に導通電圧

V c o m が与え られ、 2 行 目のスィ ツチ素子 T ~ T 2 η が導通状態 とさ

れる。 2 行 目のスィ ッチ素子 Τ 2 ~ Τ 2 η が導通状態 とされている期間内

に、マルチプ レクサ 2 0 8 がサ ンプルホール ド回路 2 0 5 に保持 された電気

信号 を順次出力する。 これによ り並列に読み出された 1 行 目の画素か らの電

気信号は直列の画像信号 に変換 して出力され、 A / D 変換器 2 1 0 が 1 行分

のオ フセ ッ トデータ （オ フセ ッ ト量）に変換 して出力する。以上の動作 を 1

行 目か らm行 目に対 して行単位で行 うことによ り、 1 フ レーム分のオ フセ ッ

卜データが検 出器 1 0 4 か ら出力される。

出力されたオ フセ ッ 卜データは、第 1 記憶部 1 2 に記憶 される。 また、

期間算出部 1 2 2 は、制御部 1 0 6 か ら出力された制御信号 D —C L K と制

御信号 0 E と制御信号 D I 0 に基づいて、残像抑制動作が終 了 してか らオ フ

セ ッ 卜取得動作が開始するまでの第 2 時間である、変換素子 2 0 が電荷の

蓄積 を終 了する時間 （電荷蓄積終 了時間） t e を検知 している。 そ して、期

間算出部 1 2 2 は、検知 された電荷蓄積開始時間 t s とオ フセ ッ 卜取得動作

の開始時間 t e と、オ フセ ッ 卜データとを補正係数算出部 1 2 3 に伝送する

。 そ して、補正係数算出部 1 2 3 は、時間 t s と時間 t e と暗時画像データ

とに基づいて、補正係数 を算出する。なお、補正係数の算出に関 しては、後



に詳細に説明する。

[0036] 次に、時刻 t 6 において、撮像装置 1 0 0 は、第 2 撮像動作を開始する。

時刻 で6 から時刻 t 8 の間の第 2 撮像期間では、撮像装置 1 0 0 は、第 1撮

像動作と同様に、時刻 で6 から時刻 t 7 の間に初期化動作 K 1 と蓄積動作W

とを、時刻 で7 から時刻 t 8 の間に画像出力動作X を、それぞれ行う。

具体的には、図 5 B に示すように、蓄積動作の後の時刻 t 7 に開始する画像

出力動作X 1 では、まず制御部 1 0 6 から制御信号 R C が出力されて積分容

量及び信号配線がリセットされる。そして、駆動回路 1 0 2 から駆動配線G

1 に導通電圧V o n が与えられ、 1行目のスィッチ素子T 1 ~ T η が導

通状態とされる。これにより 1行目の変換素子S ~ S n で発生された

電荷に基づく電気信号が各信号配線に出力される。各信号配線を介 して並列

に出力された電気信号は、それぞれ各増幅回路 2 0 7 の積分増幅器 2 0 3 及

び可変増幅器 2 0 4 で増幅される。増幅された電気信号はそれぞれ、制御信

号 S H によりサンプルホール ド回路が動作され、各増幅回路 2 0 7 内のサン

プルホール ド回路 2 0 5 に並列に保持される。保持された後、制御部 1 0 6

から制御信号 R C が出力されて積分増幅器 2 0 3 の積分容量及び信号配線が

リセットされる。 リセットされた後、 1行目と同様に2 行目の駆動配線G 2

に導通電圧V c o mが与えられ、 2 行目のスィツチ素子T 2 1 ~ T 2 n が導

通状態とされる。 2 行目のスィッチ素子T 2 ~ T 2 η が導通状態とされて

いる期間内に、マルチプレクサ 2 0 8 がサンプルホール ド回路 2 0 5 に保持

された電気信号を順次出力する。これにより並列に読み出された 1行目の画

素からの電気信号は直列の画像信号に変換 して出力され、 A / D変換器 2

0 が 1行分の画像データに変換 して出力する。以上の動作を 1行目からm行

目に対 して行単位で行うことにより、 1 フレーム分の画像データが検出器 1

0 4 から出力される。

[0037] 出力された画像データは、第 2 記憶部 1 2 4 に記憶される。また、期間算

出部 1 2 2 は、制御部 1 0 6 から出力された制御信号 D _ C L K と制御信号

0 E と制御信号 D I 0 に基づいて、第 3 時間である、第 2 撮像動作において



残像抑制動作が終了してから変換素子が電荷の蓄積を開始するまでの電荷蓄

積開始時間 t s ' を検知 している。また、期間算出部 1 2 2 は、制御部 1 0

6 から出力された制御信号 D _ C L K と制御信号 0 E と制御信号 D I 0 に基

づいて、第4 時間である、第 2 撮像動作において残像抑制動作が終了してか

ら画像信号を出力する動作が開始するまでの電荷蓄積終了時間 t e ' を検知

している。そして、期間算出部 1 2 2 は、検知された第 2 撮像動作における

電荷蓄積開始時間 t s ' と電荷蓄積終了時間 t e ' と補正係数算出部 1 2 3

で算出された補正係数とをオフセット量予測部 1 2 5 に伝送する。オフセッ

卜量予測部 1 2 5 は、第 3 時間 t s ' と第 4 時間 t e ' と補正係数とに基づ

いて、第 2 撮像動作で取得された画像データに含まれ得るオフセッ卜量の予

測値を算出する。なお、予測値の算出に関 しては、後に詳細に説明する。そ

して、演算部 1 2 6 は、第 2 記憶部 1 2 4 に記憶された画像データから算出

されたオフセッ卜量の予測値を減算 し、補正された画像データを生成する。

[0038] 次に、補正係数の算出とオフセット量の予測値の算出について説明する。

図 5 A の時刻 t 5 から時刻 t 6 の間に行われるオフセッ卜取得動作で取得 し

たオフセットデータは、図 2 C に示されるように、時間の経過に応 じて変化

する成分と、時間の経過に依存 しない成分が含まれる。オフセットデータを

D、時間の経過に応 じて減衰する成分をA ( t ) 、時間の経過に依存 しない

成分をB とすると、オフセットデータDは以下の式 （1 ) で表せられる。

D = A ( t ) + B ( 1 )

ここで、オフセッ卜取得動作で取得 したオフセッ卜データは、時刻 t s か

ら時刻 t e の間に初期化動作 K と蓄積動作W 1 が行われる時間に変換素子

に蓄積される電荷量である。また、時間の経過に応 じて減衰する成分をA (

t ) は、残像抑制動作が完了してから経過 した時間の逆数 t の逆数に比例す

ることを見出した。そのため、式 （1 ) は、以下の式 （2 ) のように近似で

きる。

[0039] [数 1]

D a t ' t^dt + β = α + β (2)



[0040] つまり、オフセッ ト取得動作で取得 したオフセッ トデータと、時間 t s と

時間 でe 、がわかれば、式 （2 ) 補正係数 として第 1補正係数 及び第 2 補

正係数 を算出することができる。

[0041 ] ただ し、算出すべ き補正係数が 2 つあるということは、オフセッ トデータ

、時間 t s 、及び、時間 t e 、がそれぞれ 2 種類必要 となるため、オフセッ

卜取得動作を 2 回行 うことが必要 となる。オフセッ ト取得動作を 2 回行 うこ

とは、複数回行われる撮像動作の間の時間を長 くして しまうこととなる。そ

こで、図 7 を用いて、 1 回のオフセッ 卜取得動作で取得 した 1 画像分のオフ

セッ 卜データか ら第 1補正係数 及び第 2 補正係数 を算出する方法を説明

する。

[0042] 検 出部 1 0 1 は、複数の画素が行列状に配置され、行単位でスィッチ素子

の動作制御が行われている。列方向を χ 、行方向を y とすると、 X 列 y 行の

画素におけるオフセッ トデータは D ( x ， y ) で表される。同様に、 X 列 y

行の画素における補正係数はそれぞれ、 ( x ， y ) 、 β ( χ ， y ) と表さ

れる。ただ し、時間 でs 、時間 でe は、行単位で所定の時間差があるため、

それぞれ時間 t s ( y ) 、時間 t e ( y ) とする必要がある。以上により、

式 （2 ) を画素毎に適用すると、以下の式 （3 ) となる。

[0043] [ 数2]

[0044] ここで、 本願発明者は、実験の結果、第 2 補正係数 は画素毎のばらつき

が大きいが、第 1補正係数 は画素毎のばらつきが小さいことを見出 した。

また、第 2 補正係数 は、増幅回路 2 0 7 毎のばらつきは大きいが、一つの

増幅回路 2 0 7 に共通に接続される画素間では比較的ばらつきが小さいこと

を見出 した。そこで、全ての画素において第 1補正係数 が等 しく、 χ 1 列

y 1 行の画素 と X 1 列 y 2 行の画素において第 2 補正係数 が等 しいと仮定

することができ、式 （4 ) で表すことができる。

[0045] [ 数3]

a , j = a x j , = ( x , = タ( ,カ）= タ( ,ヌ2 ) (4)



[0046] そ して、 x 1 列 y 1 行の画素 と x 1 列 y 2 行の画素を用いた式 （3 ) に式

( 4 ) と、 X 1 列 y 1 行の画素のオフセッ トデータ D ( x 1 ， y 1 ) と、 x

1 列 y 2 行の画素のオフセッ トデータ D ( x 1 ， y 2 ) と、 を適用すると、

以下の式 （5 ) を導 くことができる。

[0047] [ 数4]

" { X l ) — 2 ) } l ケ (5)

[0048] 式 （5 ) により X 列 y 行の画素における第 1補正係数 ( x ， y ) が求ま

れば、式 （3 ) より展開された以下の式 （6 ) に第 1 補正係数 ( x ， y )

を適用すれば、 X 列 y 行の画素における第 2 補正係数 ( x ， y ) を求める

ことが可能 となる。

[0049] [ 数4]

タ( ，力 ( ，力 《l (6 )

[0050] ただ し、本発明は、全ての画素において第 2 オフセッ ト補正係数 が等 し

く、 X 1 列で y 1 行の画素 と X 列で y 2 行の画素において第 1補正係数

が等 しいと仮定するものを排除するものではない。 また、オフセッ トデータ

D として、ある画素を用いるのではな く、その周辺の画素の平均のオフセッ

卜データを用いると、補正係数の近似精度がより向上する。

[0051 ] そ して、時間 t e ' における予測されるオフセッ ト量 D p r e は、以下の

式 （7 ) で算出される。

[0052] [ 数 5]

D , (7)

[0053] 式 （7 ) で算出されたオフセッ 卜量 D p r e を、第 2 撮像動作で得 られた

画像デ一タを構成する各画素のデ一タX か ら減算 し、補正された画像デ一タ

を生成することができる。

[0054] なお本実施形態では、期間算出部 1 2 2 は制御部 1 0 6 か ら出力された制

御信号 D —C L K と制御信号 O E と制御信号 D I 0 とに基づいて、残像抑制

動作が完了 してか ら経過 した時間を算出 している。ただ し、本発明はそれに



限定されるものではなく、制御信号 R C に基づいて時間を算出することも好

適に行われ得る。より正確に時間を算出するには、制御信号 D —C L K と制

御信号O E と制御信号 D I 0 とに基づく方が好ましい。 しか しながら、駆動

配線G に導通電圧V o n が供給されている期間は、初期化動作の期間ゃ蓄

積動作の期間に比べて数千分の 1程度の短いものであるため、制御信号 R C

に基づいて時間を算出しても問題ない。また、残像抑制動作が完了してから

経過 した時間を算出するにあたり、第 1電源 1 0 7 a がバイアス配線 B s を

介 して各変換素子の第 2 電極に共通に供給する電位 V s をV s 2 からV s 1

に戻 した時間を始点としてもよい。

[0055] また、撮像間動作において、オフセット取得動作を2 回以上行ってもよい

。更に、撮像間動作において、残像抑制動作を挟むようにオフセット取得動

作を2 回以上行ってもよい。このように、 2 回以上オフセット取得動作を行

し、、得 られたオフセットデータを演算処理に使用すれば、予測精度や補正精

度をより向上することができる。

[0056] また、第 2 撮像動作の後にオフセット取得動作を行い、そのオフセット取

得動作で取得されたデータに対 して、上記補正係数を適用することも好まし

し、。この様な場合、第 2 撮像動作の後に取得 したオフセッ卜データD p o s

t は、第 2 撮像動作の前に取得 したオフセットデータと比較 して、第 2 撮像

動作で得 られた画像データとの撮影時間差が小さい。すなわち、時間に依存

するオフセット成分の差が小さい。従って、第 2 撮像動作で得 られた画像デ

—夕から第 2 撮像動作の後に取得 したオフセッ卜データを減算 した後、両者

の撮影時間差によるオフセッ卜成分を、算出したオフセッ卜補正係数を用い

て補正する手法が考えられる。放射線画像を取得 した時刻をt s x, t s x、放射線

画像を取得 した直後にダ一ク画像を取得 した時刻をt s p。st , t e p。stとすると、第

3 の実装形態におけるオフセッ卜補正後の放射線画像X p。st (x, y ) は、以下の式

により表わされる。

[0057] [数6]

ズ ,ヌ) = ズ (みヌ) — ヌ) —《 ,ヌ) ！ (8)



[0058] ただ し、オフセ ッ トデータ D p o s t ( x , y ) には、第 2 撮像動作におけ

る残像成分が含 まれる。 しか しなが ら、第 2 撮像動作で得 られた画像データ

X (x, y) とオフセ ッ トデータ D p o s t ( x , y ) の残像成分には相関がある

ため、補正後の画像データに段差 を生 じることはない。

[0059] また、オフセ ッ ト補正係数算出部 1 2 3 は、算出された補正係数 を記憶 し

、更新できる構成であることが好ま しい。 このように、更新 された補正係数

を用いることにより、予測精度や補正精度 をより向上することができる。

[0060] また、本実施形態では、光電変換素子 と して P N型 フ才 卜ダイオー ドを

用いて説明 したが、本発明はそれに限定されるものではない。例えば、特開

平 0 9 — 2 9 4 2 2 9 号公報ゃ特開 2 0 0 7 — 0 3 5 7 7 3 号公報、特開 2

0 - 0 9 7 7 号公報等に記載 されているような、 M I S 型センサを

用いてもよい。

[0061 ] また、本実施形態では、残像抑制動作 と して、変換素子に半導体層を空乏

化するための第 1 電圧 と異なる第 2 電圧を与える動作を用いて説明 したが、

本発明はそれに限定されるものではない。図 6 に示すように、撮像装置 1 0

0 内の変換素子 2 0 に光を照射可能な位置に光源 1 1 4 を備え、光源 1 1

4 が変換素子 2 0 に光を照射することによって残像 を抑制する、別の残像

抑制動作を行 ってもよい。 この別の残像抑制動作では、図 7 に示すように、

別の残像抑制動作における少な くとも蓄積動作を行 っている期間に光源 1 1

4 か ら検出部 1 0 1 に光が照射されるように、光源 1 1 4 は制御部 1 0 6 に

よって制御 される。動作 と しては、図 7 、図 8 A 、図 8 B に示すように、変

換素子へ第 2 電圧を与える代わ りに、光源 1 1 4 か ら検出部 1 0 1 に光を照

射すること以外は、本実施形態の動作 と同 じでよい。ただ し、 この場合、各

時間の始点は光源 による光の照射の終 了となる。

[0062] また、本実施形態では、信号処理部 1 0 5 が、第 1 記憶部 1 2 と期間算

出部 1 2 2 と補正係数算出部 1 2 3 と第 2 記憶部 1 2 4 とオフセ ッ ト量予測

部 1 2 5 と演算部 1 2 6 とを含む構成 を用いて説明 したが、本発明はそれに

限定されるものではない。第 1 記憶部 1 2 と期間算出部 1 2 と補正係数



算出部 1 2 3 と第 2 記憶部 1 2 4 とオ フセ ッ 卜量予測部 1 2 5 と演算部 1 2

6 とが、制御 コンピュータ 1 0 8 に含 まれていてもよい。

なお、本発明は、例 えば制御部 1 0 6 に含 まれるコンピュータや制御 コン

ピュータ 1 0 8 が プログラムを実行することによって実現することもで きる

。 また、 プログラムをコンピュータに供給するための手段、例 えばかかるプ

ログラムを記録 した C D _ R 0 M 等のコンピュータ読み取 り可能な記録媒体

又はかかるプログラムを伝送するインタ一ネ ッ 卜等の伝送媒体 も本発明の実

施形態 と して適用することがで きる。 また、上記のプログラムも本発明の実

施形態 と して適用することがで きる。上記のプログラム、記録媒体、伝送媒

体及び プログラムプロダク トは、本発明の範疇 に含 まれる。 また、本実施形

態か ら容易に想像可能な組み合わせによる発明も本発明の範疇 に含 まれる。

符号の説明

0 0 撮像装置

0 検 出部

0 2 駆動回路

0 3 読 出回路

0 4 平面検 出器

0 5 信号処理部

0 6 制御部

0 7 電源部

0 8 制御 コンピュータ

2 0 変換素子

2 0 2 スィ ツチ素子



請求の範囲

[ 請求項 1] 放射線 を電荷 に変換する変換素子を複数有 し、前記電荷 に基づ く電

気信号 を出力する撮像動作 を行 う検 出器 と、

複数回行われる前記撮像動作の うちの第 1 撮像動作 と該第 1 撮像動

作の後 に行われる第 2 撮像動作 との間の期間内に、前記第 1 撮像動作

によって発生 し得 る残像 を抑制する第 1 撮像間動作 と、前記放射線が

照射 されない状態 にある前記変換素子が有する電荷 に基づ く暗時信号

を前記第 1 撮像間動作の後 に前記検 出器か ら取得する第 2 撮像間動作

と、 を含む撮像間動作 を行 うように、前記検 出器 を制御する制御部 と

前記検 出器か ら出力された電気信号 に対 して演算処理 を行 う信号処

理部 と、

を有する撮像装置であ って、

前記信号処理部 は、前記第 1 撮像間動作が終 了 してか ら前記第 2 撮

像間動作 に対 して前記変換素子が電荷の蓄積 を開始するまでの第 1 時

間 と、前記第 1 撮像間動作が終 了 してか ら前記第 2 撮像間動作が開始

するまでの第 2 時間 と、前記暗時信号 と、 を用いて補正係数 を算出 し

、前記第 1 撮像間動作が終 了 してか ら前記第 2 撮像動作 に対 して前記

変換素子が電荷の蓄積 を開始するまでの第 3 時間 と、前記第 2 撮像動

作 において前記第 1 撮像間動作が終 了 してか ら前記電気信号 を出力す

る動作が開始するまでの第 4 時間 と、前記補正係数 と、 を用いて前記

第 2 撮像動作 において前記検 出器か ら出力される電気信号 に含 まれ得

るオ フセ ッ 卜量 を予測 し、前記第 2 撮像動作 において前記検 出器か ら

出力された電気信号 と前記オ フセ ッ ト量 とを用いて演算することを特

徴 とする撮像装置。

[ 請求項2] 前記信号処理部 は、前記制御部か ら前記検 出器 に出力される制御信

号 に基づいて前記時間を算出する期間算出部 と、前記第 1 時間 と第 2

時間 と前記暗時信号 とを用いて前記補正係数 を算出する補正係数算出



部 と、前記第 3 時間 と前記第 4 時間 と前記補正係数 とを用いて前記才

フセ ッ 卜量 を予測する予測部 と、前記第 2 撮像動作 において前記検 出

器か ら出力された電気信号か ら前記オ フセ ッ 卜量 を減算する演算部 と

、 を含む ことを特徴 とする請求項 1 に記載の撮像装置。

[ 請求項3] 前記補正係数 は、第 1 補正係数 と第 2 補正係数 とを含み、

前記補正係数算出部 は、前記暗時信号 を D、前記第 1 時間を t s 、

前記第 2 時間を t e 、前記第 1 撮像間動作が完 了 してか ら経過 した時

間を t 、前記第 1 補正係数 を 、前記第 2 補正係数 を とすると、以

下の式に基づいて前記第 1 補正係数及び前記第 2 補正係数 を算出する

ことを特徴 とする請求項 2 に記載の撮像装置。

[数 1]

D ' t + β = « 1 丄 + β

[ 請求項4] 前記検 出器は、前記変換素子 と前記第 1 電極 に接続 されたスィ ッチ

素子 とを含む画素が行列状 に複数配置 された検 出部 と、前記電気信号

を前記検 出部か ら行単位で出力するために前記スィ ッチ素子を導通状

態 とする駆動回路 と、 を含み、

前記制御部 は、前記駆動回路 に制御信号 を出力 し、

前記期間算出部 は、前記制御部か ら前記駆動回路 に出力される制御

信号 に基づいて前記第 1 時間を算出することを特徴 とする請求項 3 に

記載の撮像装置。

[ 請求項 5] 前記補正係数算出部 は、 X 1 列 y 1 行の画素 における前記第 1 時間

を t s ( y 1 ) 、 x 1 列 y 2 行の画素 における前記第 1 時間を t s (

y 2 ) 、前記 x 1 列 y 1 行の画素 における前記第 2 時間を t e ( y

) 、前記 x 1 列 y 2 行の画素 における前記第 2 時間を t e ( y 2 ) 、

前記 x 1 列 y 1 行の画素 における前記暗時信号 を D ( X 1 ， y 1 ) 、

前記 X 列 y 2 行の画素 における前記暗時信号 を D ( X 1 ， y 2 ) 、

とすると、以下の式に基づいて X 列 y 行の画素 における第 1 補正係数

( x , y ) 及び第 2 補正係数 ( x , y ) を算出することを特徴 と



する請求項 4 に記載の撮像装置。

[数 2]

" れ ん カ) ，タ2)}/ ln ザにザ

[ 数 3]

前記演算部 は、前記 X 列 y 行の画素 における前記第 3 時間を t s '

( y ) 、前記 χ 列 y 行の画素 における前記第 4 時間を t e ' ( y ) 、

とすると、以下の式に基づいて、前記 X 列 y 行の画素 における前記才

フセ ッ ト量 D p r e を予測することを特徴 とする請求項 5 に記載の撮

像装置。

[数4]

前記第 1 撮像間動作は、前記変換素子に前記第 1 撮像動作及び前記

第 2 撮像動作 において前記変換素子に与え られる第 1 電圧 とは異なる

第 2 電圧 を前記変換素子に与える動作、及び、前記変換素子に前記放

射線 とは別 に光 を照射する動作、の うちの一方の動作であることを特

徴 とする請求項 1 か ら 6 のいずれか 1 項 に記載の撮像装置。

前記変換素子は、光電変換素子 と、前記放射線 を前記光電変換素子

が感知可能な波長帯域の光 に変換する波長変換体 と、 を含む ことを特

徴 とする請求項 1 か ら 7 のいずれか 1 項 に記載の撮像装置。

請求項 1 か ら 8 のいずれか 1 項 に記載の撮像装置 と、前記放射線 を

発生する放射線発生装置 と、 を含む撮像 シ ステ ム。

撮像装置の制御方法であ つて、

放射線 を電荷 に変換する変換素子を複数有 して前記電荷 に基づ く電

気信号 を出力する撮像動作 を行 う検 出器が、複数回行われる前記撮像

動作の うちの第 1 撮像動作 と該第 1 撮像動作の後 に行われる第 2 撮像

動作 との間の期間内に、前記第 1 撮像動作 によって発生 し得 る残像 を



抑制する第 1 撮像間動作 と、前記放射線が照射 されない状態 にある前

記変換素子が有する電荷 に基づ く暗時信号 を前記第 1 撮像間動作の後

に前記検 出器か ら取得する第 2 撮像間動作 と、 を含む撮像間動作 を行

い、

前記検 出器か ら出力された電気信号 に対 して演算処理 を行 う信号処

理部が、前記第 1 撮像間動作が終 了 してか ら前記第 2 撮像間動作 に対

して前記変換素子が電荷の蓄積 を開始するまでの第 1 時間 と、前記第

撮像間動作が終 了 してか ら前記第 2 撮像間動作が開始するまでの第

2 時間 と、前記暗時信号 と、 を用いて補正係数 を算出 し、

前記信号処理部が、前記第 1 撮像間動作が終 了 してか ら前記第 2 撮

像動作 に対 して前記変換素子が電荷の蓄積 を開始するまでの第 3 時間

と、前記第 2 撮像動作 において前記第 1 撮像間動作が終 了 してか ら前

記電気信号 を出力する動作が開始するまでの第 4 時間 と、前記補正係

数 と、 を用いて前記第 2 撮像動作 において前記検 出器か ら出力される

電気信号 に含 まれ得 るオ フセ ッ 卜量 を予測 し、

前記信号処理部が、前記第 2 撮像動作 において前記検 出器か ら出力

された電気信号 と前記オ フセ ッ ト量 とを用いて演算することを特徴 と

する撮像装置の制御方法。
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0 4 Apri l , 2 0 1 2 ( 0 . 0 4 . 1 2 ) 1 7 Apri l , 2 0 1 2 ( 1 7 . 0 4 . 1 2 )

Name and mailing address of the ISA/ Authorized officer
Japane s e Patent O f f i c e
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C (Continuation). DOCUMENTS CONSIDERED TO BE RELEVANT

Category* Citation of document, with indication, where appropriate, of the relevant passages Relevant to claim No.

A J P 2 0 0 6 - 7 5 3 5 9 A (To shiba Corp . ) , 3 - 6
2 3 March 2 0 0 6 (2 3 . 0 3 . 2 0 0 6 ) ,
ent i r e text ； a l l drawings
( ami l y ： none )

A J P 2 0 08 - 2 5 9 045 A (Canon I n c . ) , 3 - 6
2 3 Octobe r 2 0 0 8 (2 3 . 1 0 . 2 0 0 8 ) ,
ent i r e text ； a l l drawings
& US 2 0 08 / 0 2 4 60 65 A l & EP 1 97 873 0 A3
& CN 10 12 82 42 7 A & RU 2 00 81 13 25 0 A

A J P 2 0 11 - 7 2 3 5 8 A (Fuj i f i l m Corp . ) , 3 - 6
1 4 Apri l 2 0 1 1 ( 1 . 0 4 . 2 0 1 1 ) ,
ent i r e text ； a l l drawings
( ami l y ： none )

A J P 2 0 11 - 1 83 00 6 A (Koni c a Minol t a Medi cal & 3 - 6
Graphi c , I n c . ) ,
2 2 Septembe r 2 0 1 1 (2 2 . 0 9 . 2 0 1 1 ) ,
ent i r e text ； a l l drawings
( ami l y ： none )
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Box No. I I Observations where certain claims were found unsearchable (Continuation of item 2 of first sheet)

This international search report has not been established in respect of certain claims under Article 17(2)(a) for the following reasons:

. □ Claims Nos.:
because they relate to subject matter not required to be searched by this Authority, namely:

2 . □ Claims Nos.:
because they relate to parts of the international application that do not comply with the prescribed requirements to such an
extent that no meaningful international search can be carried out, specifically:

Claims Nos.:
because they are dependent claims and are not drafted in accordance with the second and third sentences of Rule 6.4(a).

Box No. Ill Observations where unity of invention i s lacking (Continuation of item 3 of first sheet)

This International Searching Authority found multiple inventions in this international application, as follows:
The invent ion o f claim 1 o f thi s appl i cati o n cannot b e con s i d e red t o have

novel t y and i nventivene s s i n the l i ght o f the document 1 ( J P 2 0 1 1 - 1 9 4 0 0 5 A )
whi c h i s c i ted i n thi s i nternati onal search repo r t , cannot b e cons idered t o
make a cont ributi o n ove r the art d i s clo s e d i n the d o cument 1 , and the r e f o r e
doe s not have a spe c i a l t e chni cal feature . There fore , the i nventions o f c l aims
1 - 1 0 d o not i nvolve one o r mo r e o f the s ame o r corre spondi n g special techni cal
feature s , and accordi ngly , i t i s not con s i d e red that uni t y o f invent ion i s
pre sent among the i nventi o n s o f claims 1 - 1 0 .

. □ A s all required additional search fees were timely paid by the applicant, this international search report covers all searchable
claims.

2 . [ x ] A s all searchable claims could be searched without effort justifying additional fees, this Authority did not invite payment of
additional fees.

3. □ A s only some of the required additional search fees were timely paid by the applicant, this international search report covers
only those claims for which fees were paid, specifically claims Nos.:

4 . □ N o required additional search fees were timely paid by the applicant. Consequently, this international search report
restricted to the invention first mentioned in the claims; it i s covered by claims Nos.:

Remark on Protest The additional search fees were accompanied by the applicant's protest and, where applicable, the
payment of a protest fee.

The additional search fees were accompanied by the applicant's protest but the applicable protest
fee was not paid within the time limit specified in the invitation.

N o protest accompanied the payment of additional search fees.

Form PCT/ISA/210 (continuation of first sheet (2)) (July 2009)
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発 明の属す る分野の分類 （国際特許分類 （I P C ) )

Int.Cl. G01T1/17 (2006. 01) i ，A61B6/00 (2006. 01) i ，G01T1/20 (2006. 01) G01T1/24 (2006. 01) i ，H04N5/32 (2006. 01) ：
H04N5/357 (201 1. 01) i

B . 調査 を行った分野
調査 を行った最小限資料 （国際特許分類 （I P C ) )

Int.Cl. G01T1/17, A61B6/00, G01T1/20, G01T1/24, H04N5/32, H04N5/357

最小限資料以外の資料で調査 を行 った分野に含まれ るもの

日本国実用新案公報
日本国公 開実用新案公報
日本国実用新案登録公報
日本国登録実用新案公報 221

ooo9
国際調査で使用 した電子デ -ス （デぃ -ス の 9名111 称 、調査 に使用 した用語 )

6222
年年年年

関連す ると認 め られ る文献
引用文献の 関連す る
カ テ ゴ リー * 引用文献名 及び一部の箇所が関連す るときは、そ の 関連す る箇所の表示 請求項の番号

X JP 2011-194005 A ( コニカ ミノル タエ ムジー株 式会社） 2011· 10. 06 -2，8-10

Y 全文 ，全 図 （フ ア ミリー な し） -2，7-10

A 3-6

Y JP 2006-305228 A (株 式会社 島津製 作所 ) 2006. 11. 09 全 図 1-2 ，7-10

A ( フ ア ミ リー な し） 3-6

JP 60-112180 A (株 式会社 日立 メディ コ） 1985. 06. 18，全文 ，全 図 1-10

( フ ア ミ リー な し）

C 欄 の続 きに も文献が列挙 されてい るc パ テ ン トフ ァ ミ リー に関す る別紙 を参照。

* 引用文献 の 日の 後に公表 された文献
ΓΑ 」特 に関連のある文献ではなく、一般的技術水準 を示す 「Τ 」国際出願 日又は優先 日後 に公表 された文献であって

もの 出願 と矛盾す るものではな く、発明の原理又は理論
ΓΕ 」国際出願 日前の出願 または特許 であるが、国際出願 日 の理解 のために引用す るもの

以後 に公表 され た もの 「X 」特に関連のある文献であって、当該文献のみで発明
「L 」優先権主張に疑義 を提起す る文献又は他 の文献の発行 の新規性又は進歩性がない と考 え られ るもの

日若 しくは他 の特別 な理 由を確 立す るために引用す ΓΥ 」特に関連のある文献であって、当該文献 と他の 1 以
る文献 （理 由を付す） 上の文献 との、当業者 に とって 自明である組合せ に

Γθ 」 口頭 による開示、使用、展示等に言及す る文献 よって進歩性 がない と考 え
ΓΡ 」国際出願 日前で、かつ優先権の主張の基礎 となる出願 Γ& 」同一パ テ ン トフ ァ ミ リー 文献

国際調査 を完了 した 日 国際調査報告の発送 日
0 4 . 0 4 . 2 0 1 2 7 . 0 4 . 2 0 1 2

国際調査機 関の名称及びあて先 特許庁審査官 （権限のある職員） 2 I 9 2 1 6

日本 国特許庁 （I S A J Ρ ) 山 口 敦司
郵便番号 1 0 0 — 8 9 1 5

東京都千代 田区霞が関三丁 目4 番 3 号 0 3 - 3 5 8 1 - 1 1 0 内線 3 2 7 3
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C (続き）. 関連すると認められる文献
引用文献の 関連する
カテ ゴ リー * 引用文献名 及び一部の箇所が関連するときは、その関連する箇所の表示 請求項の番号

JP 2006-75359 A (株式会社東芝）2006. 03. 23，全文，全図 （フ アミ 3-6

リーなし）

JP 2008-259045 A ( キ ャ ノ ン株式会社）2008. 10. 23，全文，全図 & US 3-6
2008/0246065 Al & EP 1978730 A3 & CN 101282427 A & RU 2008113250
A

JP 2011-72358 A (富士フ ィ ル ム株式会社）2011. 04. 14, 全文，全図 3-6

( フ ア ミ リーな し）

JP 2011-183006 A ( コ ニ 力 ミ ノル タエ ム ジ ー株式会社）2011. 09. 22， 3-6

全文，全図 （フ アミリーなし）

様式 P C T I S A 2 1 0 (第 2 ペー ジの続き） （2 0 0 9 年 7 月）



国際調査報告 国際出願番号 P C T / J P 2 0

第Π欄 請求の範囲の一部の調査ができないときの意見 （第 1ページの2の続き）
法第8条第3項 （P C T 17条（2) (a) ) の規定により、この国際調査報告は次の理由により請求の範囲の一部について作
成しなかった。
1 . 請求項 は、この国際調査機関が調査をすることを要しない対象に係るものである。

つまり、

2 . 請求項 は、有意義な国際調査をすることができる程度まで所定の要件を満
ない国際出願の部分に係るものである。つまり、

3 . 請求項 は、従属請求の範囲であってP C T 規則6. 4 (a) の第2文及び第3文の規定に
従って記載されていない。

第 欄 発明の単一性が欠如しているときの意見 （第 1ページの3 の続き）

次に述べるようにこの国際出願に二以上の発明があるとこの国際調査機関は認めた。
この出願の請求項1に係る発明は、国際調査報告で引用された文献1 (JP 2011-194005 A )
から新規性 · 進歩性が認められず、文献1に記載された技術に対して貢献をしているとはい
えず、特別な技術的特徴を有しない。したがって、請求項1-10 に係る発明の間には、一以上
の同一又は対応する特別な技術的特徴が含まれず、発明の単一性を認めることができない。

1 . 出願人が必要な追加調査手数料をすベて期間内に納付したので、この国際調査報告は、すべての調査可能な請求
項について作成した。

2 . 追加調査手数料を要求するまでもなく、すべての調査可能な請求項について調査することができたので、追加調
查手数料の納付を求めなかった。

3 . 出願人が必要な追加調査手数料を一部のみしか期間内に納付しなかったので、この国際調査報告は、手数料の納
付のあった次の請求項のみについて作成した。

4 . 出願人が必要な追加調査手数料を期間内に納付しなかったので、この国際調査報告は、請求の範囲の最初に記載
されている発明に係る次の請求項について作成した。

追加調査手数料の異議の申立てに関する注意
□ 追加調査手数料及び、該当する場合には、異議申立手数料の納付と共に、出願人から異議申立てがあった。

追加調査手数料の納付と共に出願人から異議申立てがあつたが、異議申立手数料が納付命令書に示した期間
内に支払われなかった。
追加調査手数料の納付はあったが、異議申立てはなかった。

様式P C T I S A 2 1 0 (第 1ページの続葉 （2 ) ) ( 2 0 0 9年 7月）
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